
都営住宅建設年度別区市別ストック状況

（資料）　東京都都市整備局（2008（平成20年）3月31日現在）

（備考）　都営住宅には、一般都営住宅のほか、特定都営住宅、改良住宅
　　　　　再開発住宅、コミュニティ住宅、従前居住者用住宅、更新住宅を含む
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注１） 96年度以前の実績推定値及び99年度以降の推計値は、95年度価格で実質化されている。
注２）

※「東京都が管理する社会資本の維持更新需要額の将来推計（平成10年7月、東京都政策報道室）」より作成

都営住宅等の更新費推計（平成10年7月推計）

97、98年度の金額については便宜上、予算地に置き換えた。従って、その年度の建替事業戸数、住宅改善事業戸数、スーパーリフォーム事
業戸数と更新費とは正しく対応していない。
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2006年度以降、4,000戸ベースの建替事業を行うとともに、スーパーリフォーム事業を導入する場合
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３．更新時期を迎える公共施設と改築経費 

 

 

 

 

 

○ 平成 22 年 4 月現在、特別区の保有する公共施設の総床面積は、義務教育関係施

設（小・中学校）で 7,714,634 ㎡、本庁舎、福祉関係施設、図書館等の公共施設

で 8,009,850 ㎡に上っている。※1 

○ 耐用年数である 50 年を超えた施設は、小中学校で 205 校 692,136 ㎡、本庁舎等

は 129 施設 59,055 ㎡に及び、早急な改築を迫られている状況にある。 

○ 平成 22 年から 20 年間で小中学校の 7 割、その他施設の 3 割が耐用年数を超え

ることから、長期にわたって膨大な財政需要が継続することが見込まれる。その

改築需要を試算すると、平成 22 年からの 20 年間で 2 兆円、10 年間だけでも 1 兆

1千億円に及ぶ。※2 
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※1 特別区保有施設状況調査（平成 22 年度）より 

※2 現有施設を 50 年後に改築するものとし、平成 22 年度財調単価を基礎に算出 

・改築経費の総額であり、国や都からの支出金等は考慮していない 

・21 年度以前に改築後 50 年に達した施設は、「21 以前」にまとめている

特別区が保有する公共施設の多くが更新時期を迎えており、その改築・改修

等に伴う経費の増大が特別区財政を圧迫する恐れがある。 

付　表　23

出典…特別区長会「特別区財政の現状と課題」
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区市町村別昼夜間人口比率
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総務省　「平成17年国勢調査」、　東京都総務局　「東京都の昼間人口　平成17年」（平成20年3月）　 により作成

2,047
660

489

％

付　表　24
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                                                       平成２４年１月２０日 

                                                     総    務    局 

 

平成２４年度 都区財政調整について（要旨） 

 

 平成２４年度都区財政調整について、下記のとおりお知らせします。 

 

記 

 

１ 概 要                                                         対前年度増減率 

  （１）調整税（当年度分）                       １兆５,８４５億円   （△３.０％） 

  （２）交付金の総額（ア＋イ）                     ８,７４３億円  （△２.７％） 

   ア 当年度分（調整税の５５％）            ８,７１４億円 

      イ 精算分                                  ２９億円 

  （３）基準財政収入額Ａ                  ９,２７２億円  （△１.４％） 

  （４）基準財政需要額Ｂ                        １兆７,５７８億円  （△２.０％） 

   ① 経常的経費                   １兆６,１５５億円 

   ② 投資的経費                    １,４２３億円 

  （５）交付金                                 ８,７４３億円  （△２.７％） 

   ① 普通交付金（Ｂ－Ａ）               ８,３０６億円 

   ② 特別交付金                     ４３７億円 

 

２ 特 徴 

《交付金の総額》 

  交付金の総額は８,７４３億円、前年度と比べて、２４０億円、２.７％の減となり、 

平成２２年度以来２年ぶりに減少に転じた。 

○ 普通交付金は、交付金総額の９５％相当で８,３０６億円、前年度と比べて、２２８億円

の減となった。 

○ 特別交付金は、交付金総額の５％相当で４３７億円、前年度と比べて、１２億円の減と

なった。 

 

《基準財政収入額》 

  基準財政収入額は、９,２７２億円となり、前年度と比べて、１３２億円、１.４％の減 

となった。 

  ○ 特別区民税は、年少扶養控除の廃止等による増があるものの、依然として雇用・所得環境

は厳しい状況にあることから、前年度と比べて、１８０億円の減となった。 

 ○ 地方消費税交付金は、燃料輸入の増加などにより、前年度と比べて、８４億円の増となった。 

○ 地方特例交付金は、年少扶養控除の廃止等による地方増収分での措置に整理される部分が

あることから、前年度と比べて、９４億円の減となった。 

付　表　25
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※東京都総務局「平成２２年度　東京都市町村普通会計決算の概要」より作成

平成22年度決算　歳入総額（都内町村）
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※一般世帯とは、65歳以上がいる世帯をいう（単身世帯、老老世帯を除く）。
※老老世帯とは、夫婦とも65歳以上の世帯をいう。
※単身世帯とは、世帯主が65歳以上の単身世帯をいう。

東京の高齢者世帯の推移

東京都　高齢者世帯の推移
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※東京都監察医務院ＨＰ「東京都２３区における孤独死統計（平成15～19年）：世帯分類別異状死統計調査」より作成

区部における６５歳以上の孤独死の推移
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※三鷹市、府中市、武蔵村山市は補助金等を申請している自治会のみを把握

・町会・自治会数について、平成19年は26市担当課からのヒアリング（平成19年12月実施）
　平成16年は（財）東京市町村自治調査会「住民自治の拡充に関するアンケート調査」（平成17年3月）
　および担当課からのヒアリングによる
・加入率とは、全世帯数に対する自治会・町会に加入している世帯数の割合

東京都市長会「地域力の向上に関する基礎調査報告書」（平成20年）より作成

多摩地域における町会・自治会加入率の推移（平成16年・19年）
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東京都市長会「地域力の向上に関する基礎調査報告書」（平成20年）より作成

町会・自治会の抱える課題（多摩地域、平成20年）

付　表　30　 
（第４回資料）
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※総務省統計局「住宅・土地統計調査」より作成

東京都の空家数と空家率の推移
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※内閣府NPO法人HP「特定非営利活動法人の申請受理数、認証数等」より作成
※対象期間は平成10年12月1日～平成24年3月31日

都道府県別ＮＰＯ法人認証数の構成比
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※出典：東京都生活文化局「都内区市町村におけるNPO支援・協働に関する施策の実施状況調査」データにより作成

東京都内区市町村におけるNPO支援・協働に関する施策の実施状況の推移
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※東京都統計部「東京都昼間人口の予測の概要　平成22年３月」より作成
※平成２７年は見込み値

東京都への流入人口の推移
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※東京都主税局「平成22年度　都税収入決算見込額について」より作成

平成22年度 都税収入決算見込額の内訳
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区市町村別業務移動圏完結率
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東京都市圏交通計画協議会「パーソントリップ調査」（平成10年）より作成
注：業務移動とは、勤務先から販売・配達・打ち合わせ・会議などの業務先への移動及び業務先間の移動を指す。

付　表　36
（第１回資料）
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東京都市圏交通計画協議会「パーソントリップ調査」（平成10年）より作成
注：私事移動とは、自宅及びその他の出先から買い物・観光・通院などへの移動を指す。

付　表　37
（第１回資料）



 - 6 - 

２ 合併の進捗状況等 

 平成の合併推進の結果、市町村数は３，２３２（平成１１年３月

３１日現在）が１，７３０（平成２２年３月３１日見込み）となっ

た。当時の与党の目標であった１，０００には及ばないものの、平

均人口は３６，３８７（平成１１年３月）から６８，９４７（平成

２２年３月）に、平均面積も１１４．８ｋ㎡から２１５．０ｋ㎡に

いずれもほぼ倍増しており、また、人口１万未満の市町村は１，５

３７から４５９と大幅に減尐するなど、全体として見た場合には、

市町村合併は相当程度進捗したものと考えられる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 なお、今回の合併により全般的に市町村の人口規模は大きくなっ

ているものの、地方自治法上の市の人口要件である５万人に達しな

い市町村が、１，１８５と、全体の約７割を占めている。これを旧

合併特例法及び現行合併特例法で特例的に市の要件とした人口３万

という基準で見た場合でも、これに満たない市町村が９２６と半数

以上有り、特に人口１万未満の小規模な市町村が４５９とそのまた

半数を占めている状況である。 

市町村合併の推進状況

S28.9.30 S37.1.1 H11.3.31 H22.3.31

市 町 村 数 9,895 3,466 3,232 1,730

人口１万人未満 － － 1,537 459

平均人口（人） 7,864 24,555 36,387 68,947

平均面積（㎢） 37.5 106.9 114.8 215.0

■合併市町村件数

■市町村数等の推移

（注）

・H22.1.12までに合併の官報告示を終

えたもの

・H18.3.31の数値には、現行合併特例

法による合併１件を含む（H18.1.10に

高松市が牟礼町を編入）

・人口 H11.3.31…H７年国調より

H22.3.31…H17年国調より

・面積 H11.3.31…全国市町村要覧

（H10年度版）より

H22.3.31…全国市町村要覧

（H21年度版）より

▲1411
Ｈ１１．３．３１

３２３２
Ｈ２２．３．３１

１７３０▲91
Ｈ１８．３．３１

１８２１
（H22.1.12官報告示ベース）

合併
件数

(合併関係
団体数)

H11.4.1
以降の
減少

団体数

旧法下
H11 .4.1～

５８１
（1,991）

1,410

現行法下
H17.4.1～

５９
(151)

92

計
６４０
(2 ,142)

1,502

2142
(66.3%)

（参考）
合併を決めた市町村の割合

H11.3.31→H22.3.31

合併関係
市町村数

※H11.3.31の市町村３２３２

付　表　38

※出典…総務省“「『平成の合併』について」の公表”

T10N01463
線

T10N01463
線

T10N01463
線

T10N01463
線



区市町村名 面積（k㎡） 区市町村名 面積（k㎡） 面積（k㎡） 面積（k㎡）

総 計 2188.67 ＜備考＞

区 計 622.99 市 計 783.94 375.96 405.78

千 代 田 区 11.64 八 王 子 市 186.31 375.96 141.88

中 央 区 10.18 立 川 市 24.38 瑞 穂 町 16.83 大 島 町 91.06

港 区 20.34 武 蔵 野 市 10.73 日の出町 28.08 利 島 村 4.12

新 宿 区 18.23 三 鷹 市 16.50 檜 原 村 105.42 新 島 村 27.83

文 京 区 11.31 青 梅 市 103.26 奥多摩町 225.63 神津島村 18.87

台 東 区 10.08 府 中 市 29.34

墨 田 区 13.75 昭 島 市 17.33 76.08

江 東 区 39.99 調 布 市 21.53 三 宅 村 55.50 （単位：k㎡）

品 川 区 22.72 町 田 市 71.64 御蔵島村 20.58 62年の面積 63年の面積 按分後の面積

目 黒 区 14.70 小 金 井 市 11.33 千 代 田 区 11.52 11.64

大 田 区 60.42 小 平 市 20.46 83.41 中 央 区 10.05 10.15

世 田 谷 区 58.08 日 野 市 27.53 八 丈 町 72.62 港 区 20.02 20.22

渋 谷 区 15.11 東 村 山 市 17.17 青ヶ島村 5.98 江 戸 川 区 48.85 49.73

中 野 区 15.59 国 分 寺 市 11.48 千葉県市川市 56.39 ─

杉 並 区 34.02 国 立 市 8.15 鳥 島 4.79 千葉県浦安市 16.98 ─

豊 島 区 13.01 福 生 市 10.24 0.00

北 区 20.59 狛 江 市 6.39 須美寿島 0.02

荒 川 区 10.20 東 大 和 市 13.54 孀 婦 岩 0.00

板 橋 区 32.17 清 瀬 市 10.19

練 馬 区 48.16 東久留米市 12.92 104.41

足 立 区 53.20 武蔵村山市 15.37 小笠原村 104.41

葛 飾 区 34.84 多 摩 市 21.08

江 戸 川 区 49.86 稲 城 市 17.97

羽 村 市 9.91

荒川河口部 1.15 あきる野市 73.34

3.65 西 東 京 市 15.85

区市町村名 区市町村名

※出典…東京都区市町村年報2011

西 多 摩 郡 大 島 支 庁

三 宅 支 庁

島 し ょ 計郡 計

東京都区市町村別面積（平成２３年１０月１日現在）

中央防波堤
埋 立 地

２　国土地理院が境界未定であるとして公表を保留した千代田
  区、中央区、港区及び江戸川区については、昭和６３年１０
　月１日現在の境界未定に係る関係団体の合計面積を昭和６２
　年１０月１日現在の面積で按分して得た数値をもとに、その
　後の埋立による面積増や境界修正等による増減を加減して掲
　載した。

｝ 42.01

｝124.42

３　平成２年１０月１日現在境界未定であるとして、公表保留
　となった葛飾区については、平成元年１０月１日現在の面積
　をもとに、その後の境界修正による減少分を減じて掲載した。

八 丈 支 庁

小笠原支庁

ﾍﾞﾖﾈｰｽ列岩

１　本面積は、国土交通省国土地理院が公表した平成23年10月
　１日現在の「全国都道府県市区町村別面積調」に基づいて作
　成した。

付　表　39



※東京都総務局「組織改正及び職員定数の概要」より作成
※知事部局等には、議会局・行政委員会を含む

東京都の職員定数

27,949 27,334 25,701 25,431 25,261 25,101

15,676 15,076 14,476
13,726 13,546 13,346 13,188

43,625
42,410 41,339

39,427 38,977 38,607 38,289

26,863

0
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公営企業

知事部局等

人

付　表　40
（第５回資料等）



都内区市町村別　総職員数の推移（平成12年～23年）

29,653 29,193 28,715 28,283 27,716 27,300 26,863 26,418 25,899 25,431 24,893 24,656

81,739
79,569

77,191
74,929

72,632
70,603

68,925
67,309

65,789 64,621 63,643 62,801

20000

60000

100000
人

都内市部 都内区部

1,685 1,684 1,658 1,635 1,596 1,557 1,554 1,535 1,498 1,486 1,477 1,485

1,400

1,800

１２年 １３年 １４年 １５年 １６年 １７年 １８年 １９年 ２０年 ２１年 ２２年 ２３年

都内町村部

付　表　41
（第５回資料等）

総務省「地方公共団体定員管理調査」より作成



　総務省「集中改革プラン及び１８年指針の実施状況等に関する調査」より作成

　注１）平成２１年４月１日現在

　注２）委託実施団体比率＝委託実施団体数÷事業実施団体数×１００　　※委託実施団体には、一部委託を行っている団体を含む

民間委託の実施状況（事務事業の委託実施団体比率）①　－東京都、全都道府県－
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付　表　42
（第５回資料）



　総務省「集中改革プラン及び１８年指針の実施状況等に関する調査」より作成

　注１）平成２１年４月１日現在

　注２）委託実施団体比率＝委託実施団体数÷事業実施団体数×１００　　※委託実施団体には、一部委託を行っている団体を含む

民間委託の実施状況（事務事業の委託実施団体比率）②　－特別区、都内市町村、全市区町村、政令指定都市－
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付　表　43
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平成２２年８月１日現在

●特別区
構成区市町村名

（　）内団体数

火葬場の設置管理

●市町村
構成区市町村名

（　）内団体数
し尿処理場の設置管理
（２組合）

ごみ焼却場の設置管理
（４組合）

火葬場の設置管理
（４組合）

収益事業
・自転車競争事業
・モーターボート競争事業
（４組合）

全市区町村（６２）75歳以上の後期高齢者医療の事務
（１組合）

東京都後期高齢者医療広域連合 多　田　正　見
（江戸川区長）
※広域連合長

H19.3.1

東京都十一市競輪事業組合

多摩市・稲城市・あきる野市（３）

S42.4.6

東京都四市競艇事業組合

東京都六市競艇事業組合

東京都三市収益事業組合

長　友　貴　樹
（調布市長）

S41.4.7

S42.4.7

全市（あきる野市を除く）・瑞穂町（２６）

小平市・東村山市・西東京市・清瀬市・東久留米
市（５）

一般廃棄物最終処分場の設置及び
管理
（ 組合）科学館の設置・管理及び運営
（１組合）

石　川　良　一
（稲城市長）

坂　口　光　治
（西東京市長）

東京たま広域資源循環組合

多摩六都科学館組合

S55.11.1

H2.6.1

石　川　良　一
（稲城市長）

馬　場　弘　融
（日野市長）

北　川　穣　一
（昭島市長）

八王子市・武蔵野市・青梅市・昭島市・調布市・町
田市・小金井市・小平市・日野市・東村山市・国分
寺市（１１）

小平市・日野市・東村山市・国分寺市（４）

青梅市・福生市・羽村市・瑞穂町（４）

八王子市・町田市・多摩市（３）

瑞穂町・福生市・羽村市・武蔵村山市・埼玉県入
間市（５）

あきる野市・日の出町・檜原村（３）

福生市・羽村市・瑞穂町（３）

稲城市・狛江市・府中市・国立市（４）

あきる野市・日の出町・檜原村（３）

小平市・東大和市・武蔵村山市（３）

S48.2.22

八王子市・武蔵野市・昭島市・調布市・町田市・小
金井市（６）

小金井市・小平市・東村山市・東久留米市・清瀬
市・東大和市・武蔵村山市・西東京市（８）

青梅市・羽村市（２）

福生市・狛江市・東大和市・清瀬市・東久留米市・
武蔵村山市・多摩市・稲城市・羽村市・あきる野
市・全町村・阿伎留病院組合他１３組合（３７）

全市町村（３９）

S27.11.10

H5.4.1

S37.6.4

S36.6.1

S42.4.1

S35.1.19

S40.2.1

S48.7.2

S35.9.30

S39.9.1

武蔵野市・小金井市・小平市・東大和市・武蔵村
山市（５）

あきる野市・日の出町・檜原村・奥多摩町（４）

三鷹市・調布市（２）

清瀬市・東久留米市・西東京市（３）

設立年月日共同処理事務 組合名

西秋川衛生組合

ふじみ衛生組合

柳泉園組合

不燃ごみ資源化施設の設置管理
（１組合）
し尿処理場・ごみ焼却場の設置管理
（２組合）

多摩川衛生組合

管理者名

多摩ニュータウン環境組合

西多摩衛生組合

藤　野　　勝
（武蔵村山市長）

臼　井　　孝
（あきる野市長）

湖南衛生組合

臼　井　　孝
（あきる野市長）

阿　部　裕　行
（多摩市長）

並　木　　心
（羽村市長）

小　林　正　則
（小平市長）

小平・村山・大和衛生組合

秋川衛生組合

清　原　慶　子
（三鷹市長）

馬　場　一　彦
（東久留米市長）
石　川　良　一
（稲城市長）

病院の設置管理
（３組合）

昭和病院組合
星　野　　繁
（清瀬市長）

S3.7.3

阿伎留病院組合 臼　井　　孝
（あきる野市長）

T12.6.9

S43.2.29

福生病院組合 加　藤　育　男
　（福生市長）

H12.4.1

藤　井　静　男
（大島町長）

S26.9.26
島嶼全町村（９）

工業用水道施設の設置管理
（１組合）

並　木　　心
（羽村市長）

青梅・羽村地区工業用水道企
業団 S40.2.9

組織団体議会議員の公務災害補償
等
（１組合）

東京都市町村議会議員公務
災害補償等組合  白　井　松　寿

（大島町議長）

東京都市町村職員退職手当
組合 尾　又　正　則

（東大和市長）
S40.4.1

福生市・狛江市・東大和市・清瀬市・東久留米市・
武蔵村山市・多摩市・稲城市・羽村市・あきる野
市・全町村・阿伎留病院組合他１４組合（３８）

石塚幸右衛門
（瑞穂町長）

石　阪　丈　一
（町田市長）

学校給食
（１組合）

羽村・瑞穂地区学校給食組合

秋川流域斎場組合

立川・昭島・国立聖苑組合

並　木　　心
（羽村市長）

橋　本　聖　二
（日の出町長）

消防団員等の公務災害補償等、住民
の交通災害共済、東京自治会館の設
置・管理運営、職員研修
（１組合）

東京市町村総合事務組合
馬　場　弘　融
（日野市長）

S63.4.1

S50.10.1
八王子市・町田市・日野市・多摩市・稲城市（５）

S46.4.22
羽村市・瑞穂町（２）

H7.5.1
あきる野市・日の出町・檜原村（３）

島嶼町村の振興、会館・最終処分場
の設置管理（１組合）

南多摩斎場組合

瑞穂斎場組合

東京都島嶼町村一部事務組
合

【　一　部　事　務　組　合　一　覧　】

共同処理事務 組合名 管理者名 設立年月日

全特別区（２３）

人事委員会、互助組合、研修所、人
事企画、更生施設等

特別区人事・厚生事務組合
多　田　正　見
（江戸川区長）

S26.8.10
全特別区（２３）

特別区の競馬の実施 特別区競馬組合
西 川　太一郎
（荒川区長）

S25.10.6

臨海部広域斎場組合
松　原　忠　義
（大田区長）

H11.10.20
港区・品川区・目黒区・大田区・世田谷区（５）

全特別区（２３）

【　広　域　連　合　一　覧　】

可燃、不燃、粗大ごみの中間処理施
設、し尿の下水道投入施設の整備及
び管理運営

東京二十三区清掃一部事務
組合

多　田　正　見
（江戸川区長）

H12.4.1

清　水　庄　平
（立川市長）

S60.4.1
立川市・昭島市・国立市（３）

市町村職員の退職手当の支給
（１組合）
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